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2011年3月期上期 連結経営成績

 減収に伴う売上総利益減少の一方で販管費抑制を行い、前年同期並みの営業利益を確保
 資産除去債務関連での特損計上などにより、四半期純損失は前年同期比やや拡大

（億円）

▲6.1%▲2026.6%31026.3%331売 上 総 利 益

▲6.4%▲2025.4%29625.2%317販 管 費

－

▲8.2%

▲1.1%

▲7.4%

率

▲1

▲1

▲0

▲93

金額

前年同期比増減

－

1.0%

1.2%

－

構成比金額構成比金額

－

1.0%

1.1%

－

▲4

12

14

1,165

2011年3月期 上期

▲2四 半 期 純 損 失

13経 常 利 益

14営 業 利 益

1,259売 上 高

2010年3月期 上期

（注）億円単位の数値は四捨五入により算出しております。
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上期 売上区分別の状況と営業利益の分解図

（億円）

＋0.4pt▲20▲9326.6%3101,16526.3%3311,259合 計

29.4%

25.7%

26.3%

利益率

▲17

▲24

▲53

売上高

31.4%

31.8%

24.6%

利益率 利益率売上総利益売上総利益売上高売上総利益売上高

サ ー ビ ス

ハ ー ド ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア ▲6.0pt▲142710340127

▲1.9pt▲84415153168

239 ＋2

前年同期比増減

＋1.6pt911238964

2011年3月期 上期2010年3月期 上期

▲20296317販 管 費

▲01414営 業 利 益

（億円、増減は前年同期比）売上総利益の減少 ▲20 販管費の減少 ＋20

2

2010年3月期
上期

営業利益
14

2011年3月期
上期

営業利益
14

ソフトウェア、
ハードウェアの

売上総利益減少
▲22

サービス利益率の
改善に伴う増益

＋15
人件費など
各種経費の

削減
＋29

うち、
自社製ソフトウェア
を含む大型案件の
反動減
▲20

サービス減収
による減益

▲13

うち、
年金費用減少
+3

営業支援費
研究開発費

の増加
▲9
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472
418 414

158
170 150

298

165 172

123

126
111

418

380

319

1,166

1,259

1,469

2009/3期
上期

2010/3期
上期

2011/3期
上期

464
354 364

151

221 231

295

182 145

115

64 58

395

352
345

1,420

1,174
1,143

2009/3期
上期

2010/3期
上期

2011/3期
上期

423
472 495

997

702 649

1,420

1,174
1,143

2009/3期
上期

2010/3期
上期

2011/3期
上期
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2011年3月期上期 補足

 受注は、フロー型が減少するも、アウトソーシング等のストック型は堅調に推移
 マーケット別売上では、製造や電力が反転、流通は中堅企業案件が減少

【グラフ１】 受注高 （億円）

▲30％

▲8％

+12％ +5％

フロー型※

ストック型※

※フロー型：システムサービス、ネットマークスサービス（サポートを除く）、製品販売など
ストック型：サポートサービス（ネットマークスサービスを含む）、アウトソーシング、製品賃貸など

【グラフ2】 マーケット別受注高 （億円）

金融機関

官公庁

製造

商業・流通

電力・サービス・
その他

【グラフ3】 マーケット別売上高 （億円）

▲45％

▲12％

▲16％

▲12％

▲11％

＋3％

＋8％

＋4％

▲1％

▲9％

▲38％

▲10％

▲2％

▲24％

＋46％

▲11％

▲20％

＋5％

＋3％

▲44％
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上期 キャッシュ・フローおよびバランスシートの状況

 営業キャッシュ・フローの増加により、フリー・キャッシュ・フローは39億円の増加
 有利子負債は前期末比64億円減少、純有利子負債は56億円減少

（億円）

前年同期比増減額2011年3月期 上期2010年3月期 上期

＋397031フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

＋8▲54▲62投 資 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

＋3112392営 業 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

＋2.9pt37.5%34.6%自 己 資 本 比 率

▲0.08倍1.00倍1.08倍D / E レ シ オ

▲8247255現 金 及 び 預 金

▲56508564純 有 利 子 負 債

▲64755818有 利 子 負 債

▲0.07倍0.68倍0.75倍ネ ッ ト D / E レ シ オ

前期末比増減額2010年9月末2010年3月末

769

1,411

2,181

▲5765純 資 産

▲1691,242負 債

▲1742,007総 資 産

純有利子負債 ＝ 有利子負債 － 現金及び預金

（億円）
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2011年3月期 通期業績予想

 売上高、営業利益、経常利益および当期純利益とも、期初時点の公表予想から変更なし
（億円）

▲0.7%▲01.3%36－36当 期 純 利 益

＋18.5%＋132.9%822.6%69経 常 利 益

＋3.0%＋2125.4%71025.4%689売 上 総 利 益

＋0.3%＋222.1%62022.8%618販 管 費

＋26.7%

＋3.3%

率

＋19

＋89

金額

前年同期比増減

3.2%

－

構成比金額構成比金額

2.6%

－

90

2,800

2011年3月期 通期予想

71営 業 利 益

2,711売 上 高

2010年3月期 通期

ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ ＋20
ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ ＋2
ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ ▲1
ﾈｯﾄﾏｰｸｽｻｰﾋﾞｽ ＋1
その他ｻｰﾋﾞｽ ＋0

2010年3月期
営業利益

71

2011年3月期
営業利益

90

ソフトウェア
ハードウェアの

減益
▲2

（億円、増減は前年同期比）

人件費、
各種経費の

削減
＋21

営業支援費
研究開発費

の増加
▲23

サービスの
増益
＋23

内訳

＋5654▲2フリー・キャッシュ・フロー

売上総利益の増加 ＋21 販管費の増加 ▲2
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232 217 262

170 154
205

1,230
1,081

1,168

1,632

1,452

1,635

2009/3期

下期

2010/3期

下期

2011/3期

下期見通し

2011年3月期 上期実績／下期見通し

（億円）

＋86▲531,1689111,081964サ ー ビ ス

＋50▲24205103154127ソ フ ト ウ ェ ア

＋46▲17262151217168ハ ー ド ウ ェ ア

売 上 総 利 益 ＋41▲20400310359331

＋183

下期見通し

▲93

上期

前年同期比増減

1,635

下期見通し上期下期上期

1,452 1,165

2011年3月期

1,259

2010年3月期

売 上 高

6

 官公庁では反動減の影響もあるものの、マーケット全体は下期からの回復を見込む

【グラフ4】 下期区分別売上高 （億円）

571 488 560

170
183

209

284
211

245

155
167

168

452

403

453

1,632

1,452

1,635

2009/3期
下期

2010/3期
下期

2011/3期
下期見通し

【グラフ5】 下期マーケット別売上高 （億円）

金融機関

官公庁

製造

商業・流通

電力・サービス・
その他

＋12％

＋0％

＋16％

＋15％

＋15％

＋8％

＋33％

＋21％

▲12％

▲9％

▲7％

▲11％

▲26％

▲15％

＋8％

＋8％

サービス

ソフトウェア

ハードウェア



（注）本資料で記述しております業績見通し等の予測数値は、現時点での入手可能な情報による判断および
仮定に基づき算定しており、リスクや不確定要素の変動および経済情勢等の変化により、実際の業績は
本資料における見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。
また、本資料は投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成した
ものではありません。


